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阪神高速道路では，定期的にお客さまが阪神高速をどのように利用されているかを把握するための調査

を実施しているが，近年ETCの普及に伴い従来の料金所でドライバーに直接アンケート調査票を配布する

調査が困難となり回答数の減少や精度の低下が課題となっている． 
対策としてWEBを活用したアンケート調査を実施しているが，回答者が実際に阪神高速を利用したかが

不明であるなど新たな課題が浮き彫りとなった． 
そこで課題解決を目的として，KDDIの携帯電話基地局で収集した携帯の位置情報を活用したアンケー

ト調査を実施した．具体的には調査期間中に阪神高速を利用していると想定されるスマートフォンユーザ

を抽出し，抽出したユーザに対してアンケート調査を実施したものである． 
本稿は，携帯電話位置情報を活用したアンケート調査で得られた結果や知見について報告するものであ

る． 
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1. はじめに 

 

阪神高速道路は，1964年（昭和39年）に営業を開始し

た．開業当初の1日平均通行台数は約0.5万台であったが，

現在では約76万台と大幅に増加している． 

 阪神高速道路は，京阪神都市圏の幹線道路ネットワー

クの骨格の一部となり，同都市圏内で生成される，或い

は，同都市圏を通過する大量の自動車交通需要を円滑に

処理し，同都市圏の都市機能の強化を図るための都市高

速道路ネットワークである． 

昭和39年（1964年）の土佐堀～湊町間の供用から50年

以上にわたり，関西の暮らしと経済の発展を支える役割

を果たしている．その間，高度経済成長・石油ショッ

ク・低成長期への移行・兵庫県南部沖地震（阪神・淡路

大震災）・本四架橋の開通・ETCシステムの導入・京都

線の整備など阪神高速道路を取り巻く社会経済情勢は常

に変化するため阪神高速のOD（利用実態）を常に把握

することは重要な要素となっている． 

 

 

2. OD調査（利用実態調査） 

 

(1) OD調査の経緯 

阪神高速内のODについては，近年ETCの普及が進ん 
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表-1 阪神高速道路のOD調査実施日（第1回～第26回） 

回数 調査地区 調査日 回数 調査地区 調査日 

1 大阪 昭和 39 年 8 月 5 日（水） 14 大阪・兵庫 昭和 52 年 10 月 13 日（木）

2 大阪 昭和 39 年 12 月 10 日（木） 15 大阪・兵庫 昭和 55 年 9 月 17 日（水） 

3 大阪 昭和 41 年 3 月 16 日（水） 16 阪神東・西 昭和 56 年 10 月 13 日（火）

4 大阪・兵庫 昭和 42 年 2 月 16 日（木） 17 阪神東・西 昭和 60 年 10 月 3 日（木） 

5 大阪 昭和 42 年 8 月 24 日（木） 18 阪神東・西 平成元年 11 月 28 日（火） 

6 大阪 昭和 42 年 10 月 24 日（火） 
19 

阪神東・西 平成 2 年 11 月 18 日（日） 

7 大阪 昭和 43 年 2 月 16 日（金） 北神戸線 平成 2 年 10 月 16 日（火） 

8 大阪・兵庫 昭和 43 年 11 月 21 日（木） 20 阪神東・西・南 平成 6 年 11 月 1 日（火） 

9 
大阪 昭和 45 年 7 月 29 日（水） 21 阪神東・西・南 平成 11 年 11 月 21 日（木）

兵庫 昭和 45 年 7 月 21 日（火） 22 阪神東・西・南 平成 16 年 12 月 8 日（水） 

10 大阪 昭和 46 年 11 月 16 日（火） 
23 

京都（平日） 平成 22 年 11 月 11 日（水）

11 
大阪 昭和 49 年 10 月 16 日（水） 京都（休日） 平成 22 年 11 月 7 日（日） 

兵庫 昭和 49 年 10 月 8 日（火） 24 阪神東・西・南 平成 23 年 11 月 16 日（水）

12 大阪 昭和 50 年 10 月 16 日（木） 25 阪神，京都 平成 25 年 11 月 19 日（火）

13 兵庫 昭和 51 年 11 月 9 日（火） 26 阪神 平成 30 年 11 月 19 日（月） 

 

だことによりほぼ全てのODの把握が可能となったが，

出発地・目的地，車種，移動目的等は，ETCでは把握が

できない．しかし，阪神高速道路の様々な将来予測を行

う場合，これらの把握できない利用状況を把握しておく

必要がある．したがって，阪神高速を利用する自動車交

通について，その起終点（ODと略記．Origin：起点，

Destination：終点）などの利用実態を把握するため実態

調査（OD調査）実施することが重要であり営業を開始

した1964年（昭和39年）からOD調査を行い始め，平成

30年に実施した調査が第26回目である（表-1）． 

 

(2) 調査手法と課題 

ここでは，調査手法（配布手法）の変遷及び現時点に

おける課題について述べる． 

阪神高速道路におけるOD調査のうち，第1回調査（昭

和39年）～第22回調査（平成16年）の間は，料金所にお

いて収受員からお客さまに調査票を直接手渡す方式で実

施してきた．しかし，ETCの導入に伴い，料金所を無線

通行する車両の割合が高くなってきて，手渡し方式によ

る配布が困難となり回答者数の減少や回答精度の低下が

課題となってきた． 

 回答者数等の課題対策として第23回調査（平成22年）

からは，料金所手渡し方式に加えて，WEBアンケー

ト・郵送アンケート・PAアンケートの合計4つの方法に

よる調査を実施した．しかし，追加でした3つのアンケ

ート方法では，阪神高速を実際に利用し回答しているか，

わからないとの新たな課題が生じた． 

そこで，第26回調査（平成30年）において，上記に記

載した課題解決を目的として『携帯電話基地局で収集し

た携帯電話位置情報を活用した調査』を今回初めて実施

した． 

 

(3) 第26回OD調査の実施 

 第26回OD調査は，平常時の交通状況の調査が望まし

いため，平成30年9月の台風21号の影響や，阪神高速道

 

図-1 調査票（紙）左：表，右：裏 

 

 

図-2 左：WEB調査画面，右：携帯電話位置情報調査画面 

 

路や周辺の高速道路が実施する通行止め工事を考慮する

とともに12月中旬からは，通常の交通状況と異なること

が想定されるためそれらを避けた11月中旬～12月上旬に

実施することとした．また，第25回調査まで実施してい

た料金所で調査票を手渡しする方法は，調査票を配布で

きないケースが多数発生すること（＝調査票が多数余っ

てしまうこと）及び回収率が高くないことを考慮し，今

回は調査を行わないことにした． 

a) 調査票による調査（既存調査） 

 調査票による調査は，阪神高速のPAで調査員がお客

さまに直接配布する方法と商工会議所（大阪・兵庫），

トラック協会（大阪）の加盟企業に調査票を郵送する方

法を実施した（図-1）． 

b) WEBによる調査（既存調査） 

 阪神高速道路モニター会員とネットリサーチモニター

会員を対象とした調査を実施した．ネットリサーチ調査

では，事前に阪神高速を利用したかの有無を確認した後

利用したと回答した対象者に実施した（図-2）． 
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表-2 第26回OD調査方法一覧 

調査方法 調査対象

PA配布調査
郵送調査
阪神高速モニター
ネットリサーチモニター

新調査
携帯電話位置情報
を活用した調査

KDDI携帯電話契約者

既存調査
WEB調査

調査票調査

 

 

 

図-3 チラシ 

 

 

図-4 WEB調査の告知 

 

 
図-5 「au WALLETポイント」画面 

 

c) 携帯電話位置情報活用による調査（新調査） 

 KDDIのau契約者の内，プラスポイント登録利用規約

にご同意頂いたユーザを対象とした調査で阪神高速利用

推定者，並びに近隣居住者を抽出し実施した（図-2）． 

d) 調査広報 

第 26 回 OD 調査をお客さまに知ってもらうため，広

報媒体（ポスター・チラシ・ポケットティッシュ・ボー

ルペン・SNSバナー）を作成した（図-3～図-4）．    

阪神高速の PA 等で，ポスター・チラシ・ポケットテ

ィッシュを設置した．ラジオによる広報や調査に関する

問い合わせ窓口（フリーダイヤル）を設置した． 

インセンティブとして既存調査の回答者から無作為に

150 名を抽出し，「amazon ギフトカード」を送付した．

新調査のみ回答者全員に「au WALLET ポイント」を付

与した（図-5）． 

e) サンプル数 

 第26回調査のサンプル数は，トリップ数ベースで約

3.6万件のアンケート回答を得た．内訳は，a)は，約0.4万

件，b)のうち阪神高速モニター約1.0万件，ネットリサー

チモニター約0.8万件の合計約1.8万件，c)は，約1.4万件

である．第25回調査のサンプル数（約2.1万件）に対し

て約1.5万件増の回答を得ることができた． 

 

 
3. 携帯電話位置情報を活用したOD調査 

 

(1) 位置情報活用による期待 

 既存調査における課題と携帯電話位置情報を活用した 

新調査による期待について整理した（表-3）． 

既存調査で課題となったサンプル数の減少については，

携帯電話位置情報を活用すると全国に大量のサンプルが

存在し取得が可能であり，データ品質は，アンケート回

答者の記憶に頼ることなく新調査の特徴である位置情報

を取得・分析・推定することで課題の解決が期待できる．  

また，調査票による調査では阪神高速利用出入口，経

路等の回答についてアンケート調査票から読み取る作業

と手入力作業にかなり時間を要するが，新調査では位置

情報はデータ化されているので読み取りや手入力作業が

省け作業量の大幅減が可能である． 

 

表-3 既存調査の課題と位置情報を活用した調査の期待 

既存OD調査の課題 携帯電話位置情報活⽤
による期待

サンプル数 ETC普及によりアンケート
依頼が困難。

※但し別途Webでも調査実
施

位置情報のみであれば、全国の
サンプルから取得可能。

※アンケートと結果との紐づけ、
個別データ提供については、
回答者から個別に同意を取得
済み。

データ品質 回答者の申告内容に依存
・記憶の曖昧さ
・真偽を確認する術が無い

実移動データを取得可能
・記憶の曖昧さの影響なし

※推定結果の⼀部は誤差を含む
可能性あり

その他 ⾃由記述箇所（OD）の整形
作業に別途⼯数が必要

座標情報（メッシュ、緯度経度
等）が取得可能
・整形作業⼯数の⼤幅な低
減が可能  
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(2) アンケート調査の実施 

 (1)で位置情報活用による期待について整理したが，

位置情報だけでは，阪神高速の利用目的等具体的なこと

がわからない．そこでOD調査実施前に位置情報から阪

神高速を利用したと思われる方，並びに近隣居住者を抽

出し，抽出した対象者に既存調査と同じ内容のアンケー

トを直接配信し把握することとした． 

 

 

図-6 阪神高速利用者抽出フロー 

 

 まず，抽出したアンケート対象者にネットリサーチ調

査と同様にOD調査期間中に阪神高速の利用状況を確認

するアンケート調査を行った．利用したと回答された方

には，既存調査と同じ内容の調査を行い，利用しなかっ

たと回答された方には，外出時の移動に関する簡単なア

ンケート調査を行った（図-6）． 

なお，利用者は，約1.4万件，非利用者は，約1.5万件

の回答サンプルを収集できた． 

 

(3) 調査媒体別による回答傾向 

 第26回調査の調査媒体別の回答傾向把握のため結果集

計の比較を行った（図-7）． 

 『調査票』と『阪神高速モニター』は，阪神高速を

“週5日利用”との回答が最も多く阪神高速利用頻度が

高い属性の回答者である．アンケート結果をみると【商

談・事務・打合せ】との回答比率が最も高く，仕事関係

で利用していただいている傾向であることがわかった． 

また，「ネットリサーチモニター」と「携帯電話位置

情報活用調査」は，阪神高速を“月１日未満の利用”と 

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

調査票

阪神高速モニター

ネットリサーチモニター

KDDI調査

通勤 通学 商談・事務・打合せ

貨物輸送 客輸送 家事・買物

社交・娯楽・観光 わからない

携帯電話位置

情報活用調査

ネットリサーチ

モニター

阪神高速

モニター

調査票

31.3％

36.9％

26.6％

36.5％

 
図-7 利用目的（調査媒体別） 

の回答が最も多く阪神高速利用頻度が低い属性の回答者

である．アンケート結果をみると【社交・娯楽・観光】

との回答比率が最も多い結果であった． 

 

 

4. 携帯電話位置情報の分析 

 

(1) 携帯電話位置情報を活用した分析 

携帯基地局で収集している携帯電話位置情報は，ID・

緯度経度・時刻等の羅列に過ぎない．OD調査に適用す

るためKDDI独自の行動分析技術を利用して移動・滞在

の区別を実施するとともに時系列変化に対して各種推定

処理の組合せにより移動経路の推定を行った（図-8）． 

 また，位置情報を用いて，携帯電話端末ごとにODの

算出と阪神高速利用出入口の判定を実施した（図-9）． 

 

滞在

移動

移動

滞在

①「移動区間」と「滞在区間」の分離、
「滞在位置」の推定

②「主要滞在地」推定 ③滞在地間の「移動⼿段・経路」の推定

⽣データ

 

図-8 移動・滞在・経路の推定方法 

 

500m

IC A

IC B
IC C

IC D

出発地（O）
15分滞在

⽬的地（D）
15分滞在

ユーザが、
IC A → IC B → IC C → IC D

の順にIC/JCTを通った時、ICの周囲500m(ICを中⼼として半径250m)以内に
位置情報があれば該当ICを利⽤と判定。

阪神⾼速道路

位置ログ

上記の例では
・⼊⼝IC/JCT = IC A
・出⼝IC/JCT = IC D
となる。  

図-9 OD推定方法 

 

(2) 回答結果の信頼度判定 

阪神高速の利用者アンケート回答のうち利用したと回

答した出入口と，位置情報から得られた出入口を用いて，

回答出入口と位置情報から導いた出入口をマッチングす

ることによりアンケート回答結果の信頼度を算出を試み

た． 

 算出した結果，位置情報から得られたODのうち阪神

高速利用者のマッチング率が低い結果となった． 

 低くなった原因分析をしたところ携帯端末の状態や位

置情報のデータ仕様等の起因よりも，回答者の誤回答が
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起因する要因が多いことがわかった．  

今回のアンケートでは，阪神高速の簡易路線図に出入

口情報を加味した画像を用意して行ったが，スマートフ

ォンの画面が小さく見にくかったのと出入口名をあらか

じめ用意するプルダウン方式ではなく直接記入で回答す

る方式を採用したため誤回答が多く発生したと推察して

いる． 

 

(3) GPSを活用した分析 

本項目の分析に利用したGPSデータは，アンケート回

答者のみでなく，auスマートフォンユーザより同意を得

て取得する，スマートフォン位置情報のGPSデータであ

る．従って，アンケート調査回答では網羅できていない

あるいは数が少ないOD分布等についても分析が可能で

ある． 

a) エリア間OD分布 

 スマートフォンのGPS位置情報を活用し，阪神高速を

利用するエリア間OD分布（メッシュ間の動向）を整理

した． 

大阪中心部を起点（終点）として神戸市，関西国際空

港，伊丹空港や堺市周辺と大阪北東部などのOD分布が

多いことが確認できる（図-10）．なお，図-10は1kmメ

ッシュで集計を行い図化しているが，集計の最小単位は

100mメッシュまで対応可能であるとともにメッシュを

任意に組み合わせることも可能であるため例えば市町村

ごとに組み合わせて集計を行うなどが可能となっている． 

 

少多
 

図-10  3次メッシュ(1kmメッシュ)可視化イメージ 

 

b) 出入口（JCT）勢圏分析 

a)と同じデータを利用して特定の出入口やJCT利用OD

勢圏について集計，分析を行った． 

 阪神高速14号松原線上り（大阪市中心方面）の松原

JCTを利用したOD勢圏について分析を行った（図-11）．  

少多
 

図-11  松原JCT利用OD可視化イメージ 

 

 

⻄名阪道
阪和道

近畿道

松原JCT

少多 少多
 

図-12  上：松原JCT流出入利用経路（広域） 

左：松原JCT流入経路  右：松原JCT流入出発地分布 

 

結果をみてみると奈良県や和歌山県から利用している 

状況や奈良県以東からの利用もあり広域にわたる利用が

あることがわかる． 

 次に，阪神高速14号松原線上り松原JCTを利用した流

出入経路について分析を行った．流入経路は，500ｍメ

ッシュ単位，出発地分布は10kmメッシュ単位で集計を

行った（図-12）． 

 図-12の上の図は，松原JCTを利用したスマートフォン

ユーザがどの経路を利用したか広域で把握するためのも

のである．OD勢圏と同様で和歌山県や奈良県など広域

にわたって利用されていることがわかる．また，下左側

の図では，松原JCTとつながっている西名阪道，阪和道
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から多く流入している様子がわかる．また，下右側の図

では，出発地を把握することができ，松原JCT周辺や奈

良県から出発して利用していることがわかる． 

 このような分析を任意の出入口（JCT）を設定して分

析することが可能であり，今まで把握が難しかった他機

関高速・一般道路の利用経路の分析が可能となった． 

 

 

5. おわりに 

 

 阪神高速道路は，阪神高速を利用していただくお客さ

まの『安全・安心・快適』についての満足度向上を目指

す1つの項目としてOD（利用実態）調査を定期的に実施

している．ETCの普及に伴い阪神高速内の利用ODは，

ほぼ把握が可能となったが，肝心な阪神高速を利用する

前後の利用経路や移動目的，利用理由など利用者に直接

伺わないと把握できない現状がある．把握できない現状

を補うためアンケート調査を行っているが，今までは把

握できなかった誤回答が含まれた状態で分析を行うとと

もに分析結果を活用してきた． 

 今回初めて採用した『携帯電話基地局で収集した携帯

電話位置情報を活用した調査』は，調査母数が膨大であ

り携帯電話基地局を活用するので全国の24時間365日の

データの収集・分析が可能なツールである．   

今回の分析で阪神高速以外の利用経路や誤回答の把握

が可能であることがわかった．利用経路は，阪神高速で

把握できる数少ない手段として今後も有用であると認識

している．また，誤回答を把握できるため今後の分析で

はそれを外して集計分析することで今までよりも精度の

高い利用実態の分析ができる． 

調査を実際に行って課題があることも分かった．今回

誤回答の主たる原因となった出入口入力方法については，

アンケート回答者に負担が少なく正確に回答できる方法

などについて今後検討が必要がある． 

また，今回収集したデータを活用して阪神高速を利用

していないにも関わらず「利用した」と回答されたアン

ケートを分析することで，虚偽回答ユーザを他属性デー

タと組み合わせることで把握し，今後調査を行う場合は，

虚偽回答ユーザと判断されたユーザには，アンケートを

配信しないなど対策を行うことでより精度の高いアンケ

ート調査の実施を目的としたさらなる検討が必要である． 

今回は，基礎的な分析しかできていないので今後も引

き続き検討，分析を行い『安全・安心・快適』な阪神高

速を目指していきたい． 
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